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(57) 要約： インク組成物 と した場合 に保存安定
性に優れ、駆動電圧の低減や安定 した長時間駆動Ra
が可能な有機エ レク トロニクス素子を高い歩留ま
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ス材料、及び該材料を含むインク組成物である。
[—般式 （1 ) 中、 R ~ R 。はそれぞれ独立に
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示 し、 N はァ リール基 とは結合 しない。 A はァニ
オンを示す。]
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発明の名称 ：

エ レク トロニ クス材料、イ ンク組成物、及び有機エ レク トロニ クス素

技術分野

[0001 ] 本発明は、有機エ レク トロニクス材料、インク組成物、有機エ レク トロニ

クス素子、及び有機エ レク ト明ロル ミネセ ンス素子 （以下、有機 E L 素子 とい

うこともある）に関する。
田

背景技術

[0002] 有機エ レク トロニクス素子は、有機物 を用いて電気的な動作を行 う素子で

あ り、省エネルギー、低価格、柔軟性 といった特長を発揮できると期待 され

、従来のシ リコンを主体 と した無機半導体に替わる技術 と して注 目されてい

る。

[0003] 有機エ レク トロニクス素子の一例 と しては、有機 E L 素子、有機光電変換

素子、有機 トランジスタなどが挙げられる。

[0004] 有機エ レク トロニクス素子の中でも有機 E L 素子は、例えば、 白熱ランプ

、 ガス充填 ランプの代替えと して、大面積 ソ リッ ドステ一 卜光源用途 と して

注 目されている。 また、 フラッ トパネルデ ィスプレイ （F P D ) 分野におけ

る液晶デ ィスプレイ （L C D ) に置 き換わる最有力の自発光デ ィスプレイと

しても注 目されてお り、製品化が進んでいる。

近年、有機 E L 素子の発光効率 寿命 を改善する目的で、電荷輸送性の化

合物 に電子受容性化合物 を混合 して用いる試みがなされている。

例えば、特許文献 1 には、電荷輸送膜用組成物 と して、イオ ン化合物 と電

荷輸送性化合物か らなる組成物が開示されている。

[0005] しか し、 これ らの材料では、駆動電圧の低減や発光効率 寿命の改善など

の効果が十分得 られない。 さらに、材料の熱安定性が低 く、有機 E L 素子作

製時のベ 一 クゃ有機 E L 素子の駆動時により材料が劣化 し、有機 EL素子の発



光効率 寿命が低下 した り、有機 EL素子の特性がば らつ く問題があった。更

に、素子作製時のベーク時の電子受容性化合物の分解物が有機 EL製造装置な

どを損傷 させ生産性 を低下させるなどの問題があつた。

[0006] 一方、有機 E L 素子は、用いる材料及び製膜方法か ら低分子型有機 E L 素

子、高分子型有機 E L 素子の 2 つに大別される。高分子型有機 E L 素子は、

有機材料が高分子材料により構成 されてお り、真空系での成膜が必要な低分

子型有機 E L 素子 と比較 して、印刷やインクジエツ 卜などの簡易成膜が可能

なため、今後の大画面有機 E L デ ィスプレイには不可欠な素子である。

[0007] 低分子型有機 E L 素子、高分子型有機 E L 素子 とも、 これまで精力的に研

究が行われてきたが、未だに発光効率の低 さ、素子寿命の短さが大 きな問題

となっている。 この問題 を解決する一つの手段 と して、低分子型有機 E L 素

子では多層化が行われている。

[0008] 図 1 に多層化された有機 E L 素子の一例 を示す。図 1 において、発光を担

う層を発光層 1 、それ以外の層を有する場合、陽極 2 に接する層を正孔注入

層 3 、陰極 4 に接する層を電子注入層 5 と記述する。 さらに、発光層 1 と正

孔注入層 3 の間に異なる層が存在する場合、正孔輸送層 6 と記述、 さらに発

光層 1 と電子注入層 5 の間に異なる層が存在する場合、電子輸送層 7 と記述

する。なお、図 1 において、符号 8 は基板 を示す。

[0009] 低分子型有機 E L 素子は蒸着法で製膜 を行 うため、用いる化合物 を順次変

更 しなが ら蒸着 を行 うことで容易に多層化が達成できる。一方、高分子型有

機 E L 素子は印刷やインクジエツ 卜といった湿式プロセスを用いて製膜 を行

うため、上層を塗布する際に下層が溶解 して しまうという課題が生 じる。そ

のため、高分子型有機 E L 素子の多層化は低分子型有機 E L 素子に比べ困難

であ り、発光効率の向上、寿命の改善効果を得 ることができなかった。

[001 0] この問題 に対処するために、 これまでにい くつかの方法が提案されている

。一つは、溶解度の差 を用いる方法である。例えば、水溶性であるポ リチ才

フェン ：ポ リスチ レンスルホン酸 （P E D O T ：P S S ) か らなる正孔注入

層、 トルエン等の芳香族系有機溶媒を用いて製膜 された発光層の 2 層構造か



らなる素子である。 この場合、 P E D O T ：P S S 層 は トル エ ン等芳香族溶

媒 に溶解 しないため、 2 層構造 を作製 することが可能 とな っている。

[001 1] 特 許文献 2 には、 P E D O T ：P S S 上 にイ ンタ一 レイヤ一層 と呼ばれ る

層 を導入 した 3 層構造の素子が開示 されている。

[001 2] これ らの多層化 を図る方法 は重要であるが、水溶性 の P E D O T ：P S S

を使用すると薄膜 中に残存 する水分 を除去する必要ため長時間のベ ー クが必

要な こと、 さ らに蒸発する水分が製造装置 に損傷 を与 えることが問題 にな つ

ている。 また、正孔輸送層の不溶性 にするため に高温での加熱が必要であ り

、加熱 によ り材料が劣化 し有機 E L 素子の寿命や発光効率 が低下する、 さ ら

に溶解性変化が十分でな く溶解分の リンス工程 な どの製造上の問題 があ った

先行技術文献

特許文献

[001 3] 特 許文献 1 ：特 開 2 0 0 6 _ 2 3 3 1 6 2 号公報

特許文献 2 ：特表 2 0 0 7 - 5 2 0 8 5 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0014] 本発 明は、上記 した問題 に鑑み、熱安定性 が高 く、 イ ンク組成物 と した場

合 に保存安定性 に優れ、駆動電圧の低減や安定 した長時間駆動が可能な有機

エ レク 卜ロニ クス素子 を高い歩留 ま りで作製 しうる有機 エ レク 卜ロニ クス材

料、及び該有機 エ レク 卜ロニ クス材料 を含むイ ンク組成物 を提供 することを

目的 とする。

さ らに、本発明は、従来 よ りも電荷輸送性 に優れた層 を有 する有機 エ レク

卜ロニ クス素子及び有機 E L 素子 を提供 することを目的 とするものである。

課題 を解決するための手段

[001 5] 本発 明者 らは、鋭意検討 した結果、特定の構造 を有 するイオ ン化合物 と電

荷輸送性 ュニ ッ 卜を有 する化合物 とを組み合わせた本発明の材料が、上記の



課題のいくつかを解決することができることを見出 し、本発明を完成させる

に至った。

すなわち、本発明は、下記< 1 >~< 1 1 > の事項をその特徴 とするもの

である。

[001 6] < 1 > 下記一般式 （1 ) で表されるイオン化合物 と、電荷輸送性ユニッ トを

有する化合物 （以下、電荷輸送性化合物 と呼ぶ）とを少な くとも含有する有

機エ レク 卜ロニクス材料。

[001 7 ] [ 化 1]

一般式 （1 )

[ —般式 （1 ) 中、 R a ~ R cはそれぞれ独立に水素原子 （H ) 、アルキル基

、又はベンジル基を示 し、 N はァリール基とは結合 しない。 A はァニオンを

示す。 ]

[001 8 ] < 2 > 前記ァニオンが下記一般式 （1 b ) ( 5 b ) で表される前記< 1 >

に記載の有機ェ レク トロニクス材料。

[001 9] [ 化2 ]

( 1 b) (2b) (3b) (4b) (5b)

[ 一般式 （1 b ) ~ ( 5 b ) 中、 Y i 〜丫6 は、それぞれ独立に二価の連結基

、 R i ~ R i eは、それぞれ独立に電子求引性の有機置換基 （これ らの構造中に

さらに置換基、ヘテロ原子をもっていてもよく、また、 R 2及び R 3、 R 4 ~ R

6、 R 7 ~ R 1 0又は R 1 1 6それぞれが結合 して環状あるいはポ リマ一状に



なってもよい。）を表す。 E i は酸素原子、 E 2は窒素原子、 E 3は炭素原子、

E 4はホウ素原子又はガリゥ厶原子、 E 5はリン原子又はアンチモン原子を表

す。]

[0020] < 3 > 前記電荷輸送性ユニットが、芳香族ァミン、カルバゾ一ル、又はチ才

フェンである前記< 1 > 又は< 2 > に記載の有機エレク卜ロニクス材料。

[0021 ] < 4 > 前記電荷輸送性化合物がポリマー又は才リゴマーである前記< 1 > ~

< 3 > のいずれかに記載の有機エレク卜ロニクス材料。

[0022] < 5 > 前記電荷輸送性化合物が 1 つ以上の重合可能な置換基を有する前記<

>~< 4 > のいずれかに記載の有機エレク卜ロニクス材料。

[0023] < 6 > 前記重合可能な置換基が才キセタン基、エポキシ基、及びビニルエー

テル基のうちのいずれかである前記< 5 > に記載の有機ェレクトロニクス材

料。

[0024] < 7 > 前記< 1 >~< 6 > のいずれかに記載の有機エレク卜ロニクス材料と

、溶媒とを含むインク組成物。

[0025] < 8 > 前記< 1 >~< 6 > のいずれかに記載の有機エレク卜ロニクス材料、

又は前記< 7 > に記載のインク組成物を用いて、塗布法で成膜 した層を含む

有機エレク卜ロニクス素子。

[0026] < 9 > 前記塗布法で成膜 した層を重合させて不溶化 したことを特徴とする前

記< 8 > に記載の有機エレク卜ロニクス素子。

[0027] < 1 0 > 前記不溶化 した層上に、さらに別の層を成膜 し、多層化 したことを

特徴とする前記< 9 > に記載の有機エレク卜ロニクス素子。

[0028] < 1 1 > 基板が樹脂フイルムであることを特徴とする前記< 8 >~< 1 0 >

のいずれかに記載の有機エレク卜ロニクス素子。

発明の効果

[0029] 本発明によれば、熱安定性が高く、インク組成物とした場合に保存安定性

に優れ、駆動電圧の低減や安定した長時間駆動が可能な有機エレク卜ロニク

ス素子を高い歩留まりで作製 しうる有機エレク卜ロニクス材料、及び該有機

エレクトロニクス材料を含むインク組成物を提供することができる。



また、本発明によれば、従来よりも電荷輸送性に優れた層を有する有機ェ

レク卜ロニクス素子及び有機 E L 素子を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0030] [ 図1] 多層化された有機 E L 素子の一例を示す模式図である。

発明を実施するための形態
RRNII

[0031 ] < 有機エレクトロニク©ca_ ス材料>R
本発明の有機エレクトロニクス材料は、下記一般式 （1 ) で表されるィ才

ン化合物と、電荷輸送性ユニットを有する化合物 （以下、電荷輸送性化合物

と呼ぶ）とを少なくとも含有することを特徴としている。

[0032] [ 化3]

.ΘH A

一般式 （1 )

[ —般式 （1 ) 中、 R a ~ R cはそれぞれ独立に水素原子 （H ) 、アルキル基

、又はベンジル基を示 し、 N はァリール基とは結合 しない。 A はァニオンを

示す。]

[0033] 本発明において、上記一般式 （1 ) で表されるイオン化合物は、 N の 4 つ

の置換基のうちの少なくとも 1 つが水素原子であり、かついずれの置換基も

ァリール基との結合を有さないことを特徴とする。つまり、上記一般式 （1

) 中の N は水素原子 （H ) 、アルキル基、又はべンジル基と結合 し、ァリ一

ル基とは結合 しないが、そのように構成すると、熱や光による安定性が向上

し、ひいては電荷輸送性ュニッ卜を有する化合物と溶媒とを含むインク組成

物の安定性が向上する。さらに、上記イオン化合物は重合開始剤としても利

用でき、重合性置換基を有する化合物と組合わせることで塗布法を用いた積

層素子を作製することができる。また、上記イオン化合物を含むインク組成



物を用いて形成した膜は、電荷輸送能が高く有機エレク卜ロニクス用途に有

用である。

[0034] —般式 （1 ) 中、 R a~ R cは同一であってもよいし、異なっていてもよい

。R a ~ R cは連結して環を形成していてもよい。

[0035] 一般式 （1 ) 中のアルキル基は、直鎖、分岐または環状のいずれでもよく

、置換基を有していてもよく、炭素数は通常 1 ~ 2 0 程度であり、その具体

例としては、メチル基、ェチル基、プロピル基、 ί —プロピル基、プチル基

、 ί —プチル基、 t —プチル基、ペンチル基、へキシル基、シクロへキシル

基、ヘプチル基、才クチル基、 2 _ ェチルへキシル基、ノニル基、デシル基

、ゥンデシル基、 ドデシル基、 卜リデシル基、イソトリデシル基、テトラデ

シル基、ペンタデシル基、へキサデシル基、イソへキサデシル基、ヘプタデ

シル基、才クタデシル基、ノナデシル基、ィコシル基、 3 ，7 —ジメチル才

クチル基、ラウリル基、 トリフル才ロメチル基、ペンタフル才ロェチル基、

パ一フル才ロプチル基、パ一フル才口へキシル基、パ一フル才口才クチル基

などが例示される。

[0036] インク組成物としたとき溶媒への溶解性を高める為に、 R a~ R cの少なく

とも 1つがアルキル基またはべンジル基であることが望ましく、 R a~ R cの

少なくとも2 つがアルキル基またはべンジル基であることがより望ましく、

R ~ R cのすべてがアルキル基またはべンジル基であることが望ましい。

熱安定性を向上させるためには、 R a~ R cのすべてがアルキル基であるこ

とが好ましい。開始剤として低温硬化性を向上させるためには、 R a~ R cの

少なくとも 1つがべンジル基であることが望ましい。

アルカンや芳香族溶媒に溶解させる場合、溶解性を向上させる観点からR a

~ R cの全炭素数は6 以上が好ましく、 9 以上が更に好ましく、 1 2 以上がも

つとも好ましい。

[0037] 一般式 （1 ) 中、A は、従来公知のァニオンであれば特に限定されないが

、下記一般式 （1 b ) 〜 ( 5 b ) で表されるァニオンが、駆動電圧低減や安

定した長時間駆動が可能な有機エレク卜ロニクス素子、特に有機 E L 素子を



製造する上で好ましい。

[0038] [ 化4]

( ) (2b) (3b) (4b) (5b)

[ 一般式 （1 b ) 〜 ( 5 b ) 中、 Y i 〜丫6 は、それぞれ独立に二価の連結基

、 R i ~ R i 6は、それぞれ独立に電子求引性の有機置換基 （これらの構造中に

さらに置換基、ヘテロ原子をもっていてもよく、また、 R 2及び R 3、 R 4 ~ R

6 、 R 7 ~ R 1 0又はR 1 1 6それぞれが結合 して環状あるいはポリマ一状に

なってもよい。）を表す。 E i は酸素原子、 E 2は窒素原子、 E 3は炭素原子、

E 4 はホウ素原子又はガリゥ厶原子、 E 5はリン原子又はアンチモン原子を表

す。]

[0039] 電子求引性の有機置換基 （上記式中のR R 1 6 ) の例示としては、フッ素

原子、塩素原子、臭素原子等のハロゲン原子、シァノ基、チオシァノ基、二

トロ基、メシル基等のアルキルスルホニル基、 トシル基等のァリ一ルスルホ

ニル基、ホルミル基、ァセチル基、ベンゾィル基等の炭素数が通常 1以上 1

2 以下、好ましくは 6 以下のァシル基、メ トキシカルボニル基、エ トキシカ

ルポニル基等の炭素数が通常 2 以上 1 0 以下、好ましくは 7 以下のアルコキ

シカルボニル基、フエノキシカルボニル基、 ピリジル才キシカルボ二ル基等

の炭素数が通常 3 以上好ましくは4 以上 2 5 以下好ましくは 1 5 以下の芳香

族炭化水素基又は芳香族複素環基を有するァリール才キシカルボニル基、ァ

セ トキシ基等の炭素数が通常 2 以上 2 0 以下のァシル才キシ基、アルキル才

キシスルホニル基、ァリ一ル才キシスルホニル基、 トリフル才ロメチル基、

ペンタフル才ロェチル基等の炭素数が通常 1以上 1 0 以下、好ましくは 6 以

下の直鎖状、分岐鎖状又は環状のアルキル、アルケニル、アルキニル基にフ

ッ素原子、塩素原子などのハロゲン原子が置換 したハロアルキル、ハロアル

ケニル、ハロアルキニル基、ペンタフルオロフェニル基などの炭素数が通常



6 以上 2 0 以下のハ ロア リール基な どが挙 げ られる。 これ らの中でも、負電

荷 を効率 よ く非局在化で きる観点か ら、 よ り好 ま しくは、上記有機基の うち

水素原子を有する基の水素原子の一部 または全てをフッ素等のハ ロゲ ン原子

で置換 した基、例 えば、炭素数 1 ~ 2 0 のへテ ロ原子を含んでもよい直鎖状

、分岐状 も しくは環状のパ一フル才 ロアルキル基、パ一フル才 ロアルキルス

ルホニル基、パ一フル才 ロア リ一ル基、パ一フル才 ロアルキル才キシスルホ

ニル基、パ一フル才 ロア リ一ルスルホニル基、パ一フル才 ロア リール才キシ

スルホニル基、パ一フル才 ロアシル基、パ一フル才 ロアル コキシカルボニル

基、パ一フル才 ロアシル才キシ基、パ一フル才 ロア リール才キシカルボニル

基、パ一フル才 ロアルケニル基、パ一フル才 ロアルキニル基であ り、下記構

造式群 （1 ) で表 されるが、 これに限定されるものではない。 また、 これ ら

の中でも、炭素数 1 ~ 8 の直鎖状、分岐鎖状のパーフル才 ロアルキル基、炭

素数 3 ~ 6 の環状パ一フル才 ロアルキル基、炭素数 6 ~ 1 8 のパ一フル才 ロ

ァ リ一ル基が好 ま しい。

構造式群 ( )



[ 化5]

CF3 ― CF CF CF3CF2CF2— CF CF CF CF2―

F C Cr 2 F2——

r F r F r F 2し 2 ~

また、前記一般式におけるY 1〜丫6は 2 価の連結基を示すが、具体的には



、下記一般式 （1 c ) ~ ( 1 1 c ) のいずれか1種であることが好ましい

[0042] [化6]

7c) 9c) 0c)

(式中、Rは任意の有機基 （これらの構造中にさらに置換基、ヘテロ原子を

もっていてもよい）を表す。）

[0043] —般式 （7 c ) ~ ( 1 1 c ) におけるRは、電子受容性の向上、溶媒への

溶解性の観点から、各 独々立に、置換されていてもよい、アルキル基、アル
ケニル基、アルキニル基、芳香族炭化水素基、芳香族複素環

好ましく、より好ましくは前記置換基のうち、電子求引性の置換基を有する

有機基であり、例えば、前記構造式群 （1 ) の基が挙げられる。
[0044] また、本発明におけるァニオンは負電荷が主として酸素原子、窒素原子、

炭素原子、ホウ素原子またはガリウム原子上にあるものが好ましく、特に限

定されないが、より好ましくは酸素原子、窒素原子、炭素原子、ホウ素原子

上にあるものであり、最も好ましくは下記一般式 （1 2 c ；) 、 ( 3 c )

( 4 c ) ( 1 5 c ) で表されるものである。

[0045] [化7]

F O— RF10

( 12c) ( 13c) ( 14c) ( 15c)



(式中、 R F 1~ R F 1 0はそれぞれ独立に電子求引性の有機置換基 （これらの構

造中にさらに置換基、ヘテロ原子をもっていてもよく、またR F 1~ R F 9はそ

れぞれが結合 して環状あるいはポリマ一状になってもよい。）を表 し、特に

限定されないが、例えば、前記構造式群 （1 ) で示される基が挙げられる。

)

[0046] [ 電荷輸送性化合物]

本発明における 「電荷輸送性化合物」について詳細に述べる。本発明にお

いて電荷輸送性化合物とは、電荷輸送性ユニットを有する化合物を言う。本

発明において 「電荷輸送性ユニット」とは、正孔または電子を輸送する能力

を有 した原子団であり、以下、その詳細について述べる。

[0047] 上記電荷輸送性ュニッ卜は、正孔または電子を輸送する能力を有 してさえ

いればよく、特に限定されないが、芳香環を有するアミンゃカルバゾ一ル、

チ才フェンであることが好ましい。これらの具体例としては、国際公開第 2

0 1 1 / 1 3 2 7 0 2 号公報に記載されているものが挙げられる。この中で

も特に、下記 （1 ) ~ ( 1 4 ) のァミン構造が好ましい。下記 （1 ) ~ ( 1

4 ) のァミン構造中の E、 A r 、 X の意味は上記公報に詳細に記載されてい

るが、簡単には以下に示す通りである。

E はそれぞれ独立に_ R，、 - O R 2 _ S R 3、 _ O C O R 4、 _ C O O R 5、

- S i R 6R 7R 8 (ただ し、 R R 8は、水素原子、炭素数 1 ~ 2 2 個の直鎖

、環状もしくは分岐アルキル基、または炭素数 2 ~ 3 0 個のァリール基もし

くはへテロァリール基を表す。）等を表 し、 A r は、それぞれ独立に炭素数

2 ~ 3 0 個のァリ一レン基、もしくはヘテロァリ一レン基を表す。ァリ一レ

ン基及びへテロァリ一ル基は置換基を有 していてもよい。X および Z はそれ

ぞれ独立に二価の連結基で、特に制限はないが、前記 Rのうち水素原子を 1

つ以上有する基から、さらに 1 つの水素原子を除去 した基等が好ましい。 X

は0 ~ 2 の整数を表す。 Y は前記三価の連結基であり、前記 Rのうち、水素

原子を2 つ以上有する基から2 つの水素原子を除去 した基を表す。

[0048]



[化8]

E— Ar Ar— Ar-

(1) (2) (3)

E― Ar一N一Ar—Ar— N—A「 Ξ— Ar— - Ar—N—Ar- -Ar-

A Ar Ar Ar

E E E

(4) E.I (5)

-Ar N— Ar— Ar N—Ar— Ar- -Ar— —Ar - -X— Ar— N-Ar-
I I I
Ar Ar Ar Ar

(6) (7)

一 —ArAr—N— Ar— X— Ar— N—Ar— Ar一E —N—Ar—
I
Ar
I

E—Ar—N—Ar
(8) (9)

Ar一N― Ar一E ：—Ar—N—Ar—Ar- E— Ar— N— Ar— EI
Ar I

Ar Ar
Ar

—— Ar— — Ar x
-Ar— N— Ar—— E Ar(11)

( 10)
I

E—Ar— —Ar一E

(12)
-Ar— N― Ar— Ar― E ：— A ― N—— Ar- -Ar ― EI

A r Ar
Ar X

-Ar— — Ar— E Ar

(13) ョ一Ar—N— Ar-

( 14)

[0049] また、本発明における電荷輸送性化合物は、市販のものでもよく、当業者

公知の方法で合成したものであってもよく、特に制限はない。

[0050] また、本発明における電荷輸送性化合物は、低分子の化合物であっても、



ポリマ一又は才リゴマ一のような高分子の化合物であつてもよい。有機溶媒

への溶解性の観点からは、ポリマ一又は才リゴマ一のような高分子化合物が

好ましく、昇華や再結晶などでの精製が容易な観点からは低分子化合物であ

ることが好ましい。

[0051 ] 本発明における電荷輸送性化合物がポリマ一又は才リゴマ一である場合、

十分な重合反応を進行させるための温度を下げる観点から、 3 方向以上に分

岐する構造を有するポリマ一又はオリゴマーが好ましい。また、この分岐し

た構造はポリマ一又は才リゴマ一のガラス転移温度を高くすることができ、

ポリマ一又はオリゴマーの耐熱性向上にも寄与する。

[0052] この分岐した構造とは、ポリマ一又はオリゴマー 1分子中の種々の鎖の中

で、最も重合度の大きくなる鎖を主鎖とした時に、主鎖に対 して重合度が同

じか、それよりは重合度の小さい側鎖が連結 していることを指す。本発明に

おいて重合度とは、ポリマ一又はオリゴマ一を合成する際に用いられるモノ

マ一単位が、ポリマ一又は才リゴマ一 1分子当たりにいくつ含まれるかを表

す。本発明において側鎖は、ポリマ一又は才リゴマ一の主鎖とは異なる鎖で

あり、少なくとも 1 つ以上の重合単位を有 しているものをいい、それ以外は

側鎖ではなく置換基とみなす。

[0053] 分岐した構造を形成する方法としては、 1分子中に重合可能な部位を 3 ケ

所以上有するモノマ一を用いてポリマ一又はオリゴマーを形成 してもよいし

、直線状のポリマ一又はオリゴマーを形成 した後に、それら同士を重合させ

ることで形成 してもよく、特に限定されない。

[0054] 具体的には、前記ポリマ一又は才リゴマ一中の分岐構造を形成する起点と

なる単位として、下記一般式 （1 ) ~ ( 1 0 ) の構造のうちいずれか 1種を

含むことが好ましい。

[0055]



[ 化 9]

(9) ( 10 )

(式 中、 A r は、 それぞれ独立 に 2 価 の連結基 を表 し、炭素数 2 ~ 3 0 個

のァ リ一 レン基、 も しくはヘテ ロァ リ一 レン基 を表す。 ァ リ一 レン基 とは芳

香族炭化水素か ら水素原子 2 個 を除いた原子団であ り置換基 を有 していても

よ く、例 えば、 フエ二 レン、 ビフエ二ル 一ジィル、 ターフェ二ル 一ジィル、

ナフタ レン一ジィル、 アン トラセ ン一ジィル、テ トラセ ン一ジィル、 フル才

レン一ジィル、 フエナ ン トレン一ジィル等が挙 げ られる。ヘテ ロァ リ一 レン

基 とは、ヘテ ロ原子を有する芳香族化合物か ら水素原子 2 個 を除いた原子団

であ り置換基 を有 していてもよ く、例 えば、 ピリジン—ジィル、 ピラジン—

ジィル、 キノ リン一ジィル、 イソキノ リン一ジィル、 ァク リジン一ジィル、

フエナ ン ト口 リン一ジィル、 フラン一ジィル、 ピロ一ル 一ジィル、チ才 フエ



ン― ジィル、才キサゾ一ル― ジィル、才キサジァゾ一ル—ジィル、チアジア

ゾ一ル ― ジィル、 卜リアゾ一ル ― ジィル、ベ ンゾ才キサゾ一ル ― ジィル、ベ

ンゾ才キサジァゾ一ル― ジィル、ベンゾチアジアゾ一ル― ジィル、ベンゾ 卜

リアゾ一ル― ジィル、ベンゾチ才フェン—ジィル等が挙げられる。Wは、 3

価の連結基を表 し、前記ァリ一レン基またはへテロァリ一レン基からさらに

水素原子 1個を除いた原子団であり置換基を有 していてもよい。 Y は、それ

ぞれ独立に2 価の連結基を表す。 Z は、炭素原子、ケィ素原子、 リン原子の

いずれかを表す。）

[0057] 前記一般式 （4 ) 、 （7 ) におけるY としては、以下の式で表される2 価

の連結基であることが好ましい。

[0058] [ 化10]

(式中、 Rはそれぞれ独立に水素原子、炭素数 1 ~ 2 2 個の直鎖、環状もし

くは分岐アルキル基、または炭素数 2 ~ 3 0 個のァリール基もしくはへテロ

ァリール基を表す。ここで、 ァリール基とは、芳香族炭化水素から水素原子

—個を除いた原子団であり、置換基を有 していてもよく、ヘテロァリール基

とは、ヘテロ原子を有する芳香族化合物から水素原子 1個を除いた原子団で

あり、置換基を有 していてもよい。）

[0059] また、本発明における電荷輸送性化合物は溶解度を変化させて有機薄膜の

積層構造を作製するため、一つ以上の 「重合可能な置換基」を有することが

好ましい。ここで、上記 「重合可能な置換基」とは、重合反応を起こすこと

により2 分子以上の分子間で結合を形成可能な置換基のことであり、以下、

その詳細について述べる。



[0060] 上記重合可能な置換基 と しては、炭素 —炭素多重結合 を有する基 （例 えば

、 ビニル基、 アセチ レン基、 プテニル基、 アク リル基、 ァク リレー 卜基、 ァ

ク リル アミ ド基、 メタク リル基、 メタク リレ一 卜基、 メタク リル アミ ド基、

ァ レ一 ン基、 ァ リル基、 ビニルェ一テル基、 ビニル ァミノ基、 フ リル基、 ピ

ロール基、チ才 フ ェ ン基、 シロール基等 を挙 げることがで きる）、小員環 を

有する基 （た とえばシクロプロピル基、 シクロプチル基、エポキシ基、才キ

セタン基、 ジケテ ン基、ェ ピスル フィ ド基等）、 ラク トン基、 ラクタム基、

またはシロキサ ン誘導体 を含有する基等が挙 げ られる。 また、上記基の他 に

、エステル結合やアミ ド結合 を形成可能な基の組み合わせな ども利用で きる

。例 えば、エステル基 とアミノ基、エステル基 とヒ ドロキシル基な どの組み

合わせである。重合可能な置換基 と しては、特 に、才キセタン基、エポキシ

基、 ビニル基、 ビニルエーテル基、 ァク リレー 卜基、 メタク リレ一 卜基が反

応性の観点か ら好 ま しく、才キセタン基が最 も好 ま しい。重合性置換基の自

由度 を上 げ、硬化反応 を生 じさせやす くする観点か らは、ポ リマ 一又はオ リ

ゴマ一の主鎖 と重合性置換基が、炭素数 1 ~ 8 のアルキル鎖で連結 されてい

ることがよ り好 ま しい。

[0061 ] また、本発明におけるポ リマ 一又はオ リゴマーは、溶解度や耐熱性、電気

的特性の調整のため、既述の国際公開第 2 0 3 2 7 0 2 号公報 に記

載の一般式 （1 a ) 〜 ( 8 4 a ) で表 される繰 り返 し単位の他 に、上記 ァ リ

— レン基、ヘテ ロァ リ一 レン基 と して下記構造式群 （X ) で表 される構造 を

共重合繰 り返 し単位 と して有する共重合体であ ってもよい。 この場合、共重

合体では、 ランダム、 プロックまたはグラフ 卜共重合体であ ってもよい し、

それ らの中間的な構造 を有する高分子、例 えばプロック性 を帯びたランダム

共重合体であ ってもよい。 また、本発明で用いるポ リマー又はオ リゴマーは

、主鎖 中に枝分かれを有 し、末端が 3 つ以上あ ってもよい。なお、構造式群

( X ) 中の R はそれぞれ独立 に水素原子、炭素数 1 ~ 2 2 個 の直鎖、環状 も

しくは分岐アルキル基、 または炭素数 2 ~ 3 0 個 のァ リール基 も しくはへテ

ロア リール基 を表す。



構造式群 （X )

[ 化 11]

また、前記電荷輸送性化合物がポ リマ一又はオ リゴマーである場合、溶剤

への溶解性、成膜性の観点か ら数平均分子量が、 1 ， 0 0 0 以上 1 ， 0 0 0



， 0 0 0 以下であることが好ましい。より好ましくは 2 ， 0 0 0 以上 9 0 0

， 0 0 0 以下、さらに好ましくは3 ， 0 0 0 以上 8 0 0 ， 0 0 0 以下である

。 1， 0 0 0 より小さいと化合物が結晶化 しやすくなり、成膜性に劣って し

まう。また、 1， 0 0 0 ， 0 0 0 より大きいと溶剤への溶解度が低下 し、塗

布溶液や塗布ィンクを作製するのが困難になる。

[0064] また、本発明の有機エレク トロニクス材料は、重合反応による溶解度の差

を利用するために、重合開始剤を含むことが好ましい。

[0065] この重合開始剤としては、熱、光、マイクロ波、放射線、電子線等の印加

によって、重合可能な置換基を重合させる能力を発現するものであればよく

、特に限定されないが、光照射および/ または加熱によって重合を開始させ

るものであることが好ましい。

また、本発明に係るィ才ン化合物は単独で重合開始剤として用いることが

できる。

[0066] 本発明の有機エレク 卜ロニクス用材料を用いて有機エレク 卜ロニクス素子

などに用いられる各種の層を形成するためには、例えば、本発明の有機エレ

ク 卜ロニクス用材料を含む溶液 （インク組成物）を、例えば、インクジエツ

卜法、キャス ト法、浸漬法、凸版印刷、凹版印刷、オフセット印刷、平板印

刷、凸版反転オフセット印刷、スクリーン印刷、グラビア印刷等の印刷法、

スピンコーティング法等の公知の方法で所望の基体上に塗布 した後、光照射

や加熱処理などによりポリマ一又はオ リゴマ一の重合反応を進行させ、塗布

層の溶解度を変化 （硬化）させることによって行うことができる。このよう

な作業を繰 り返すことで高分子型の有機エレク 卜ロニクス素子や有機 E L 素

子の多層化を図ることが可能となる。

[0067] 上記のような塗布方法は、通常、 _ 2 0 ~ + 3 0 0 °Cの温度範囲、好まし

くは 1 0 ~ 1 0 0 °C、特に好ましくは 1 5 ~ 5 0 °Cで実施することができ、

また上記溶液に用いる溶媒としては、特に制限はないが、例えば、後述する

インク組成物の調製に用いる溶媒が挙げられる。

[0068] また、上記光照射には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水



銀灯、メタルハライ ドランプ、キセノンランプ、蛍光灯、発光ダイオー ド、

太陽光等の光源を用いることができる。

[0069] また、上記加熱処理は、ホットプレー ト上やオープン内で行うことができ

、 0 〜十3 0 0 °Cの温度範囲、好ましくは 5 0 ~ 2 5 0 °C、特に好ましくは

8 0 2 0 0 °Cで実施することができる。

[0070] < インク組成物>

本発明のインク組成物は、既述の本発明の有機エレク 卜ロニクス材料と溶

媒とを含むことを特徴としており、その他の添加剤、例えば重合禁止剤、安

定剤、増粘剤、ゲル化剤、難燃剤、酸化防止剤、還元防止剤、酸化剤、還元

剤、表面改質剤、乳化剤、消泡剤、分散剤、界面活性剤などを含んでいても

よい。前記溶媒としては、水やメタノール、エタノール、イソプロピルアル

コール等のアルコール、ペンタン、へキサン、オクタン等のアルカン、シク

口へキサン等の環状アルカン、ベンゼン、 トルエン、キシレン、メシチレン

、テ 卜ラリン、ジフエ二ルメタン等の芳香族溶媒、エチレングリコ一ルジメ

チルェ一テル、エチレングリコ一ルジェチルェ一テル、プロピレングリコ一

ル_ 1 _ モノメチルエーテルァセタ一 卜等の脂肪族エーテル、 1， 2 —ジメ

トキシベンゼン、 1，3 —ジメ トキシベンゼン、ァニソ一ル、フエネ ト一ル

、 2 —メ トキシ トルエン、 3 —メ トキシ トルエン、 4 —メ トキシ トルエン、

2 , 3 —ジメチルァニソ一ル、 2 ，4 _ ジメチルァニソ一ル等の芳香族ェ一

テル、酢酸ェチル、酢酸 n _ プチル、乳酸ェチル、乳酸 n _ プチル等の脂肪

族エステル、酢酸フ I ニル、プロピオン酸フ I ニル、安息香酸メチル、安息

香酸ェチル、安息香酸プロピル、安息香酸 n _ プチル等の芳香族エステル、

N , N —ジメチルホルムアミ ド、 N，N _ ジメチルァセ 卜アミ ド等のアミ ド

系溶媒、その他、ジメチルスルホキシ ド、テ トラヒドロフラン、アセ トン、

クロロホルム、塩化メチレンなどが挙げられるが、好ましくは芳香族溶媒、

脂肪族エステル、芳香族エステル、脂肪族エーテル、芳香族エーテルを使用

することができる。

本発明のインク組成物において、溶媒に対する有機エレク 卜ロニクス材料



の含有量は、種々の塗布プロセスに適用できる観点か ら0 . 1 ~ 3 0 質量％

とすることが好ま しい。

[0071 ] < 有機エ レク トロニクス素子、有機エ レク トロル ミネセ ンス素子>

本発明の有機エ レク 卜ロニクス素子は、上記有機エ レク 卜ロニクス材料又

は上記インク組成物を用いて塗布法で成膜された層、さらには当該成膜 した

層を重合させて不溶化 した層を含む。

同様に、本発明の有機エ レク トロル ミネセ ンス素子 （有機 E L 素子）は、

上記有機ェ レク トロニクス材料又は上記ィンク組成物を用いて成膜された層

、さらには当該成膜 した層を重合させて不溶化 した層を含む。

いずれの素子も、本発明の有機エ レク 卜ロニクス材料を用いて形成された

優れた層を含み、従来よりも駆動電圧が低 く、長い発光寿命を有する。

以下に、本発明の E L 素子について詳述する。

[0072] [ 有機 E L 素子]

本発明の有機 E L 素子は、発光層、重合層、陽極、陰極、基板を備えてい

れば特に限定されず、正孔注入層、電子注入層、正孔輸送層、電子輸送層な

どの他の層を有 していてもよい。 また、正孔注入層、正孔輸送層、又は発光

層を、本発明の有機エ レク 卜ロニクス材料又はインク組成物を用いて形成さ

れた層 とすることが好ま しい。

以下、各層について詳細に説明する。

[0073] (発光層）

発光層に用いる材料 としては、低分子化合物であっても、ポ リマーまたは

オ リゴマーであってもよく、デン ドリマ一等も使用可能である。蛍光発光を

利用する低分子化合物 としては、ペ リレン、 クマ リン、ルプレン、キナク ド

リン、色素 レーザ一用色素 （例えば、 ローダミン、 D C M 1 等）、 アル ミ二

ゥ厶錯体 (例えは、Tr i s(8-hydroxyqu i no Li nato)a Lum i num(III) ( A I q 3 )

) 、スチルベ ン、 これ らの誘導体があげられる。蛍光発光を利用するポ リマ

—またはオ リゴマーとしては、ポ リフルオ レン、ポ リフエ二 レン、ポ リフエ

二 レンビニ レン （P P V ) 、ポ リビニルカルバゾ一ル （P V K ) 、 フル才 レ



ン一ベンゾチアジアゾ一ル共重合体、フルオレン— 卜リフエニルァミン共重

合体、及びこれらの誘導体や混合物が好適に利用できる。

[0074] 一方、近年有機 E L 素子の高効率化のため、燐光有機 E L 素子の開発も活

発に行われている。燐光有機 E L 素子では、一重項状態のエネルギーのみな

らず三重項状態のェネルギ一も利用することが可能であり、内部量子収率を

原理的には 1 0 0 % まで上げることが可能となる。燐光有機 E L 素子では、

燐光を発する ド一パントとして、白金ゃィリジゥ厶などの重金属を含む金属

錯体系燐光材料を、ホス 卜材料に ドーピングすることで燐光発光を取り出す

(M. A. Ba Ldo et a L. , Nature, vo L. 395, p. 15 1 ( 1998) 、M. A. Ba Ldo et a L. , Ap LLi

ed Phys i cs Letters, vo L. 75, p. 4(1 999), M. A. Ba Ldo et a L. , Nature, vo L. 403,

p. 750 (2000) 参照。) 。

[0075] 本発明の有機 E L 素子においても、高効率化の観点から、発光層に燐光材

料を用いることが好ましい。燐光材料としては、 I r や P t などの中心金属

を含む金属錯体などが好適に使用できる。具体的には、 I r 錯体としては、

例えば、青色発光を行う F I r ( p i c ) 〔イリジウム（Π Ι ) ビス [ (4, 6- ジフ

ル才ロフエ二ル）- ピリジネ一 卜- N, C2] ピコリネ一 卜〕、緑色発光を行う I r (

p p y ) 3 〔ファク 卜リス （2 —フエ二ルビリジン）イリジウム〕 （前記M. A

. Ba Ldo et a L. , Nature, vo L. 403, p. 750(2000) 参照）又はA d a c h i e t a

に ， A p p I . P h y s . L e t t . , 7 8 n o . 1 1 ， 0 0 1 , 1 6

2 2 に示される赤色発光を行う （b t p ) 2 l r ( a c a c ) { b i s 〔2 _

( 2 ' —ベンゾ [ 4 ， 5 - ] チェニル）ピリジナ一 卜— N ， C 3 〕イリジ

ゥ厶 （ァセチル一ァセ トネ一 卜）}、 1 「 （ロ 。） 3 〔卜リス （1 _ フェニ

ルイソキノリン）イリジウム〕等が挙げられる。

[0076] P t 錯体としては、例えば、赤色発光を行う 2 、 3 、 7 、 8 、 1 2 、 1 3

、 1 7 、 1 8 —才クタエチル一 2 1 H 、 2 3 H —フオルフインプラチナ （P

t 0 E P ) 等が挙げられる。

燐光材料は、低分子又はデンドライ ド種、例えば、イリジウム核デンドリ

マ一が使用され得る。またこれらの誘導体も好適に使用できる。



[0077] また、発光層に燐光材料が含まれる場合、燐光材料の他に、ホス ト材料を

含むことが好ましい。

ホス ト材料としては、低分子化合物であっても、高分子化合物であっても

よく、デン ドリマ一なども使用できる。

[0078] 低分子化合物としては、例えば、 C B P (4, 4' - B i s(Carbazo L-9-y L)-b i phen

y L)、 m C P ( 1, 3-b i s (9-carbazo Ly L) benzene) C D B P (4, 4，- B i s(Carba

zo L-9-y L)-2, 2' - d i methy Lb i pheny l ) などが、高分子化合物としては、例え

ば、ポリビニルカル くゾ一ル、ポリフエ二レン、ポリフルオレンなどが使用

でき、これらの誘導体も使用できる。

[0079] 発光層は、蒸着法により形成 してもよく、塗布法により形成 してもよい。

塗布法により形成する場合、有機 E L 素子を安価に製造することができ、

より好ましい。発光層を塗布法によって形成するには、燐光材料と、必要に

応 じてホス ト材料を含む溶液を、例えば、インクジェット法、キャス ト法、

浸漬法、凸版印刷、凹版印刷、オフセット印刷、平板印刷、凸版反転オフセ

ッ卜印刷、スクリーン印刷、グラビア印刷等の印刷法、スピンコーティング

法などの公知の方法で所望の基体上に塗布することで行うことができる。

[0080] (陰極）

陰極材料としては、例えば、 L i 、 C a 、M g 、 A し l n 、 C s 、 B a

、M g / A g 、 L i F 、 C s F 等の金属又は金属合金であることが好ましい

[0081 ] (陽極）

陽極としては、金属 （例えば、 A u ) 又は金属導電率を有する他の材料、

例えば、酸化物 （例えば、 I T O ：酸化インジウム 酸化錫）、導電性高分

子 （例えば、ポリチ才フェン—ポリスチレンスルホン酸混合物 （P E D O T

：P S S ) ) を使用することもできる。

[0082] (電子輸送層、電子注入層）

電子輸送層、電子注入層としては、例えば、フエナン ト口リン誘導体 （例

えば、2, 9-d i methy L-4, 7-d i pheny L-1 , 10-phenanthro Li ne ( B C P ) ) 、 ビピ



リジン誘導体、ニ トロ置換 フルオ レン誘導体、ジフエ二ルキノン誘導体、チ

才 ピランジ才キシ ド誘導体、ナフタ レンペ リレンなどの複素環テ トラ力ルポ

ン酸無水物、 カルポジイミ ド、 フレオ レニ リデ ンメタン誘導体、 アン トラキ

ノジメタン及びアン トロン誘導体、才キサジァゾ一ル誘導体 （2-(4-B i pheny L

y L)-5-(4-tert-buty Lpheny L-1 , 3, 4-oxad i azo Le) ( P B D ) ) 、 アル ミニゥ

厶錯体 (例 えは、Tr i s(8-hydroxyqu i no Li nato)a Lum i num(III) ( A I q 3 ) )

な どが挙げられる。 さらに、上記才キサジァゾ一ル誘導体において、才キサ

ジァゾ一ル環の酸素原子を硫黄原子に置換 したチアジアゾ一ル誘導体、電子

吸引基 と して知 られているキノキサ リン環 を有するキノキサ リン誘導体も用

いることができる。

[0083] (基板）

本発明の有機 E L 素子に用いることができる基板 と して、 ガラス、 プラス

チ ック等の種類は特 に限定されることはな く、 また、透明のものであれば特

に制限は無いが、 ガラス、石英、光透過性樹脂 フイルム等が好ま しく用い ら

れる。樹脂 フイルム （フレキシブル基板）を用いた場合には、有機 E L 素子

にフレキシブル性 を与えることが可能であ り、特 に好ま しい。

[0084] 樹脂 フイルムと しては、例えばポ リエチ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 、

ポ リエチ レンナフタ レ一 卜 （P E N ) 、ポ リエーテルスルホン （P E S ) 、

ポ リエーテルイミ ド、ポ リエ一テルエ一テルケ トン、ポ リフエ二 レンスル フ

ィ ド、ポ リア リレー 卜、ポ リイミ ド、ポ リ力一ボネ一 卜 （P C ) 、セル 口一

ス トリアセテ一 卜 （T A C ) 、セル ロースアセテー トプロビオネ一 卜 （C A

P ) 等か らなるフイルム等が挙げられる。

[0085] また、樹脂 フイルムを用いる場合、水蒸気や酸素等の透過を抑制するため

に、樹脂 フイルムへ酸化珪素ゃ窒化珪素等の無機物 をコ一テ ィング して用い

てもよい。

[0086] (発光色）

本発明の有機 E L 素子における発光色は特 に限定されるものではないが、

白色発光素子は家庭用照明、車内照明、時計や液晶のバ ックライ ト等の各種



照明器具に用いることができるため好ましい。

[0087] 白色発光素子を形成する方法としては、現在のところ単一の材料で白色発

光を示すことが困難であることから、複数の発光材料を用いて複数の発光色

を同時に発光させて混色させることで白色発光を得ている。複数の発光色の

組み合わせとしては、特に限定されるものではないが、青色、緑色、赤色の

3 つの発光極大波長を含有するもの、青色と黄色、黄緑色と橙色等の補色の

関係を利用 した 2 つの発光極大波長を含有するものが挙げられる。また発光

色の制御は、燐光材料の種類と量を調整することによって行うことができる

[0088] < 表示素子、照明装置、表示装置>

本発明の表示素子は、既述の本発明の有機 E L 素子を備えたことを特徴と

している。

例えば、赤 ' 緑 ' 青 （R G B ) の各画素に対応する素子として、本発明の

有機 E L 素子を用いることで、カラ一の表示素子が得 られる。

画像の形成には、マ トリックス状に配置 した電極でパネルに配列された個

々の有機 E L 素子を直接駆動する単純マ 卜リックス型と、各素子に薄膜 トラ

ンジスタを配置 して駆動するァクティプマ 卜リックス型とがある。前者は、

構造は単純ではあるが垂直画素数に限界があるため文字などの表示に用いる

。後者は、駆動電圧は低 く電流が少なくてすみ、明るい高精細画像が得 られ

るので、高品位のディスプレイ用として用いられる。

[0089] また、本発明の照明装置は、既述の本発明の有機 E L 素子を備えたことを

特徴としている。さらに、本発明の表示装置は、照明装置と、表示手段とし

て液晶素子と、を備えたことを特徴としている。バックライ ト （白色発光光

源）として上述の本発明の照明装置を用い、表示手段として液晶素子を用い

た表示装置、すなわち液晶表示装置としてもよい。この構成は、公知の液晶

表示装置において、バックライ 卜のみを本発明の照明装置に置き換えた構成

であり、液晶素子部分は公知技術を転用することができる。

実施例



[0090] 以 下 に、 実 施 例 に よ り本 発 明 を さ らに具 体 的 に説 明 す るが、 本 発 明 は以 下

の実 施 例 に限 定 され る もの で は な い。

[0091 ] ( イ オ ン化 合 物 1 の合 成 ）

N, N-D i eye Lohexy Lmethy Lam i ne (I) 4 . 8 7 g (24. 9mmo L) に臭 化 水 素 酸 （48%

) 4 . 25g を加 え、 振 り混 ぜ た と こ ろ 白色 結 晶 が沈 殿 して きた。 終 夜 放 置 後 、 ァ

セ トンを少量 加 え、 結 晶 を濾 取 し、 アセ トンで洗 浄 、 乾 燥 して 白色 結 晶 5 . 9g

(反 応 収 率 86%) を得 た。 プ ロ トンNMRで チ ェ ック した と こ ろ、 Ν, Ν- D i cyc Lohe

x y Lmethy Lam i ne (I) は消 滅 して お り、 N, N-D i eye Lohexy Lmethy Lammon i um bom

i d e (II) が 生成 して い る こ とが確 認 され た。 つ い で、 （Π ) 1 . 38g(5. 0mmo L)

とSod i um tet rak i s(pentapheny L)borate(1 0%aq. ) 35. 2g(5. 0mmo L) な混 合 し、

撹 拌 した と こ ろ 白色 沈 殿 物 が分 離 した。 終 夜 放 置 後 、 濾 取 し、 水 洗 、 乾 燥 し

て 白色 の 固体 物 を得 た （収 量 4 . 0 g / 反 応 収 率 90%) 。

以 上 の反 応 の反 応 式 を以 下 に示 す。

[0092] [ 化 12 ]

( イ オ ン化 合 物 2 の合 成 ）

N, N-D i eye Lohexy Lmethy Lammon ι um bom i d e (II) 1 . 38g (5. 0mmo L； i>od ι um p

entaf Luorobenzensu Lfonate 1. 35g(5. 0mmo L) を アセ トン と混 合 し、 撹 拌 した

。 白色 沈 殿 物 が分 離 した の で終 夜 放 置 後 、 濾 別 し、 濾 液 部 の溶 媒 を溜 去 し半

固体 状 物 を得 た。 これ に アセ トンを少量 加 え アセ トン難 溶 物 を分 離 す る操 作

を 3 回繰 り返 した。 これ に よ り、 白色 固体 物 （NaBrが 主成 分 ） を除 き淡 黄 色

の油 状 物 を得 た （これ は放 置 す る こ とに よ って結 晶 化 した ） （収 量 1. 3 3 g / 反



応収率 60%) 。

[0094] [ 化 13 ]
〇

[0095] ( イオ ン化合物 3 の合成 ）

N, N-D I eye Lohexy Lmethy Lammon ι um bom i d e (II) 1. j8g(5. 0mmo L) と、 Ces i um

t r i s(t r i f u Loromethanesu Lfony L) met h i d e 2 . 72g(5. 0mmo L) をァセ 卜ンと混合

し、撹 拌 した。 白色沈殿物 が分離 したので終夜放 置後、濾 別 し、濾液部 の溶

媒 を溜 去 し半 固体状物 を得 た。 これ にアセ トンを少量加 え アセ トン難溶物 を

分離 す る操 作 を 3 回繰 り返 した。 これ によ り、 白色 固体物 （CsBrが主成 分 ）

を除 き淡黄 色 の油状物 を得 た （収 量 2 . 4 3 g / 反応収率 80%) 。

以上 の反応 の反応 式 を以 下 に示 す。

[0096] [ 化 14]

[0097] ( イオ ン化合物 4 の合成 ）

T i amy La i ne (I) 4 . 54 g (20. 0mmo L) に臭化水素酸 （48%) 3 . 4 gを加 え、振

り混 ぜ た ところ二層 に分離 した。終夜放 置後 も様 子 は変 わ らず、 油状物 の ま

まであ った。 上層油状物 を プ ロ トンNMRでチ ェ ック した ところ、 T r i amy Lam i ne

(I) は消滅 して お り、 T r i amy Lammon i um bom i d e (II) が生成 して い る ことが

確 認 され た。 つ いで、 （Π ) 1. 039(3. 3 0 【）と 0山 圆 tet rak i s(pentapheny L

)borate(1 0 aq. ) 23. 5g(3. 3mmo L) を混合 し、撹 拌 した ところ白色沈殿物 が分

離 した。終夜放 置後、濾 取 し、 水洗、乾燥 して 白色 の固体物 を得 た （収 量 2 . 6



g / 反応収率 87%)

[0098] [ 化 15 ]

[0099] ( イオ ン化合物 5 の合成）

T r i s(2-ethy Lhexy L)am i ne (I) 1. 17 g (3. 3mmo L) の少量のアセ トン溶液

に臭化水素酸 (48%) 0 . 56g を混合 し 1 時間放置後減圧でアセ トンを除去 した

ところ、若干着色 した油状物 （Π ) が得 られた。ついで、上記 （Π ) とSod i u

tet rak i s(pentapheny L)borate(1 0 aq. ) 23. 1g(3. 3mo L) を混合 し、室温で

3 時間撹拌 した。油状物 を酢酸ェチルで抽出 し、水洗、乾燥 し、溶剤 を減圧

で溜去 して淡桃色 を帯びた油状物 を得た （収量 3 . 3 g / 反応収率 97%)

[01 00] [ 化 16 ]

[01 0 1 ] ( イオ ン化合物 6 の合成 )



D i buty La i ne (I) 0 . 43 g (3. 3mmo L) の少量のアセ トン溶液 に臭化水素酸

(48%) 0 . 56g を混合 し 1 時間放置置後減圧でァセ トンを除去 した ところ、 ほ

とん ど白色の固体物 （Π ) が得 られた。 ついで、上記 （Π ) とSod i um tet rak

i s(pentapheny L)borate(1 0 aq. ) 23. 1g(3. 3mo L) を混合 し、室温で 3 時間撹

拌 した。沈殿物 が生 じるので これ を減圧濾取、水洗、乾燥 し、若干淡黄色 を

帯びた固体物 を得 た。 これ を トル エ ンに溶解 し、水洗、無水硫酸 ナ トリウム

で乾燥 して溶剤 を減圧溜去 して帯淡黄色の固体物 を得 た （収量 2 . 3 g / 反応収

率 85%) 。

[01 02] [ 化 17 ]

[01 03] ( イオ ン化合物 7 の合成）

N-Ethy L-N-methy Lbenzy Lam i ne (I) 0 . 50 g (3. 3mmo L) に臭化水素酸 （48%

) 0 . 56g を混合 し、 少量のァセ トンを加 えて均一溶液 と し終夜放置後減圧で

アセ トンを除去 した ところ、淡黄色の油状物 （Π ) が得 られた。 ついで、上

( Π ) とSod i um tet rak i s(pentapheny L)borate(1 0 aq. ) 23. 1g(3. 3mo L) を

混合 し、 65°C で 3 時間撹拌 した。 白色沈殿物 が生 じるので これ を減圧濾過、

水洗、乾燥 しほ とん ど白色の固体物 を得 た。 これ を トルエ ンに溶解 し、水洗

、無水硫酸 ナ 卜リゥ厶で乾燥 して溶剤 を減圧溜去 し帯淡黄色の固体物 を得 た

(収量 2 . 3 g / 反応収率 85%) 。

[01 04]



[ 化 18 ]

[01 05] ( イオ ン化合物 8 の合成）

N, N-D i methy L-n-decy Lam i ne (I) 5 . 56 g (30mmo L) にアセ トン 75g と純水

5gを加え撹拌 し均一溶液 と した後、 10%塩化水素水溶液 11gをゆっくりと滴

下 し、滴下終 了後 1時間撹拌 した。 この溶液か ら溶剤 を減圧溜去 し、 白色固体

(II) が得 られた。ついで、上記 （II) とSod i um tet rak i s(pentapheny L)bor

ate(1 0 aq. ) 232. 5g(33mmo L) を混合 し、 1時間撹拌 した。 白色沈殿物が生 じ

るのでこれを5回水洗 し、減圧濾過、水洗、乾燥 しほとんど白色の固体物 を得

た。 これをメタノールに溶解 し、純水に再沈殿 させ、 メタノールを減圧溜去

した。減圧濾過後、減圧乾燥 し白色の固体物 を得た （収量 2 1 . 3 g / 反応収率 82

% ) 。

[01 06] [ 化 19]

H3

[01 07] ( イオ ン化合物 9 の合成）

N N-D i methy L-n-tet radecy Lam i ne (I) 7 . 24 g (30mmo ) にァセ 卜ン 75g

と純水 15gを加え撹拌 し均一溶液 と した後、 10%塩化水素水溶液 11gをゆつく



りと滴 下 し、 滴 下終 了後 1時 間撹 拌 した。 この溶 液 か ら溶 剤 を減 圧溜 去 し、 白

色 固体 （Π ) が得 られ た。 つ いで、 上 記 （II) とSod i um tet rak i s(pentaphen

y L)borate(1 0 aq. ) 232. 5g(33mmo L) を混 合 し、 1時 間撹 拌 した。 白色 沈殿 物

が生 じるの で これ を5回水 洗 し、 減 圧濾 過、 水 洗、 乾 燥 しほ とん ど白色 の 固体

物 を得 た。 これ を メ タ ノール に溶 解 し、 純 水 に再 沈殿 させ、 メ タ ノール を減

圧溜 去 した。 減 圧濾 過後 、 減 圧乾 燥 し白色 の 固体物 を得 た （収 量 24. 3 g / 反 応

収 率 88%) 。

[01 08] [ 化 20]

[01 09] ( イオ ン化 合物 1 0 の合成 ）

N, N-D i methy L-n-octadecy La i ne (I) 8 . 92 g (30mmo L) に ァセ 卜ン 75g と

純 水 15gを加 え撹 拌 し均 一溶 液 と した後 、 10%塩 化 水 素 水溶 液 11gをゆ っ くり

と滴 下 し、 滴 下終 了後 1時 間撹 拌 した。 この溶 液 か ら溶 剤 を減 圧溜 去 し、 白色

固体 （II) が得 られ た。 つ いで、 上 記 （II) とSod i um tet rak i s(pentapheny L

)borate(1 0 aq. ) 232. 5g(33mmo L) を混 合 し、 1時 間撹 拌 した。 白色 沈殿 物 が

生 じるの で これ を5回水 洗 し、 減 圧濾 過、 水 洗、 乾 燥 しほ とん ど白色 の 固体物

を得 た。 これ を メ タ ノール に溶 解 し、 純 水 に再 沈殿 させ、 メ タ ノール を減 圧

溜 去 した。 減 圧濾 過後 、 減 圧乾 燥 し白色 の 固体物 を得 た （収 量 25. 2 g / 反 応収

率 86%) 。

[01 10]



[ 化 2 1 ]

[01 11] < 電荷輸送性化合物の合成 >

[ P 触媒の調製 ]

窒素雰囲気下のグ口一プボ ックス中で、室温下、サ ンプル管 に 卜リス （ジ

ベ ンジ リデ ンアセ トン）ジパ ラジウム （7 3 . 2 m g 、 8 0 m o l ) を秤

取 り、 ァニソ一ル （1 5 m l ) を加 え、 3 0 分間攪拌 した。同様 に、サ ンプ

ル管 に 卜リス （t —プチル）ホスフィン （1 2 9 . 6 m g 、 6 4 0 m o I

) を秤取 り、 ァニソ一ル （5 m I ) を加 え、 5 分間攪拌 した。 これ らの溶液

を混合 し室温で 3 0 分間攪拌 し触媒 と した。

[01 12] < 架橋基 を有する電荷輸送性ポ リマーの合成 >

三 口丸底 フラスコに、下記モノマ一 1 ( 4 . O m m o I ) 、 下記モノマ一

2 ( 5 . O m m o I ) 、 下記モノマ一 3 ( 2 . O m m o I ) 、 ァニソ一ル （

2 0 m l ) を加 え、 さ らに調製 した P d 触媒溶液 （7 . 5 m l ) を加 えた。

3 0 分撹拌 した後、 1 0 % テ 卜ラエチル アンモニゥ厶水酸化物水溶液 （2 0

m l ) を加 えた。すべての溶媒は 3 0 分以上窒素バ ブル によ り脱気 した後、

使用 した。 この混合物 を 2 時間加熱 還流 した。 ここまでの全ての操作は窒

素気流下で行 った。

反応終 了後、有機層 を水洗 し、有機層 をメタノール —水 （9 : 1 ) に注い

だ。生 じた沈殿 を吸引 ろ過 し、 メタノール 一水 （9 : 1 ) で洗浄 した。得 ら

れた沈殿 を トルエ ンに溶解 し、 メタノールか ら再沈殿 した。得 られた沈殿 を

吸引 ろ過 し、 トルエ ンに溶解 し、 t r i p h e n y l p h o s p h i n e ,



p o l y m e r — b o u n d o n s t y r e n e — d i v i n y l b e

n z e n e c o p o l y m e r ( s t r e m c h e m i c a l s 社 、

ポ リマ 一 1 0 O m g に対 して 2 0 O m g ) を加 え て、 一 晩撹 拌 した。 撹 拌 終

了後 、 t r i p h e n y I p h o s p h i n e , p o I y m e r — b o u n

d o n s t y r e n e — d i v i n y l b e n z e n e c o p o l y

m e r と不 溶 物 を ろ過 して取 り除 き、 ろ液 を 口一 タ リ一 エバ ポ レー ター で濃

縮 した。 残 さ を トル エ ンに溶 解 した後 、 メ タ ノール 一 アセ トン （8 ：3 ) か

ら再 沈 殿 した。 生 じた沈 殿 を吸 引 ろ過 し、 メ タ ノール 一 ア セ トン （8 : 3 )

で 洗 浄 した。 得 られ た沈 殿 を真 空 乾 燥 し、 ポ リマ 一 1 を得 た。 分 子 量 は、 溶

離 液 に T H F を用 い た G P C ( ポ リス チ レン換 算 ） に よ り測 定 した。 得 られ

た ポ リマ 一 1 の数 平 均 分 子 量 は 7 ， 8 0 0 、 重 量 平 均 分 子 量 は 3 1 ， 0 0 0

で あ った。

[01 13 ] [ 化 22]

[01 14] [ 実 施 例 1 ]

(硬 化 性 の評 価 ）

ポ リマ 一 1 ( 5 . O m g ) と イ オ ン化 合 物 1 ( 0 . 1 5 m g ) と を ク ロ 口

ベ ンゼ ン溶 液 （1 0 0 0 1 ) に溶 解 し、 イ ン ク組 成 物 を調 製 した。 この ィ

ン ク組 成 物 を 3 0 0 0 r p m で 石 英 板 上 に ス ピン コ 一 卜した。 つ い で、 ホ ッ

卜プ レー ト上 で 1 8 0 °C で 1 0 分 間 加 熱 して重 合 反 応 を行 った。 加 熱 後 に 卜

ル ェ ン に石 英 板 を 1 分 間浸 潰 し、 洗 浄 を お こな った。 洗 浄 前 後 の U V _ v i

s ス ペ ク トル に お け る吸収 極 大 （スmax) の 吸 光 度 （A b s ) の 比 か ら、 残 膜

率 を測 定 した。 測 定結 果 を表 1 に示 す。

[01 15 ] ( イ ン ク安 定性 の評 価 ）



イエ ロ一ランプ下で、ポ リマ一 1 ( 5 . O m g ) とイオ ン化合物 1 ( 0 .

5 m g ) をァニソ一ル溶液 （5 0 0 1 ) に溶解 し、 インク組成物 を作製 し

た。 このインク組成物 をイエ ロ一ランプ下、 2 5 °C で 5 日間保存 し、粘度変

化 を振動式粘度計、色変化 を目視で評価 した。評価結果 を表 1 に示す。

[01 16] (電荷輸送性の評価）

電荷輸送性 を評価するに当た り、以下のように評価素子を作製 した。

< 電荷輸送性評価素子の作製 >

I T O を 1 . 6 m m幅 にパ ターニ ング したガラス基板上 に、ポ リマ一 1 (

0 0 m g ) 、前記イオ ン化合物 1 ( 3 . 0 m g ) 、 ァニソ一ル （1 . 9 1

m L ) の混合溶液 を 3 0 0 0 m i n - 1でス ピン塗布 し、ホ ッ 卜プ レー 卜上で

1 8 0 °C、 0 分間加熱 して電荷輸送膜 （1 5 0 n m ) を作製 した。次 に得

られたガラス基板 を真空蒸着機 中に移 し、 アル ミニウム （膜厚 1 0 0 n m )

を蒸着 した。

[01 17] アル ミニウムを蒸着後、大気開放することな く、乾燥窒素環境 中に基板 を

移動 し、 0 . 7 m m の無 アル カ リガラスに 0 . 4 m m のザ ダ リを入れた封止

ガラスと I T O 基板 を、光硬化性エポキシ樹脂 を用いて貼 り合わせることに

よ り封止を行い、電荷輸送性評価素子を作製 した。

[01 18] これ ら電荷輸送性評価素子の I T O を正極、 アル ミニウムを陰極 と して電

圧 を印加 した。 5 O m A / c m 2通電時の印加電圧 を表 1 に示す。

[01 19] [ 実施例 2 ~ 1 0 ]

実施例 1 において、 イオ ン化合物 1 をイオ ン化合物 2 ~ 1 0 に変更 した こ

と以外は実施例 1 と同様 に してインク組成物 を調製 し、硬化性、 インク安定

性、及び電荷輸送性 を評価 した。評価結果 を表 1 に示す。

[01 20] [ 比較例 1 ]

実施例 1 において、 イオ ン化合物 1 を下記イオ ン化合物 に変更 した こと以

外は実施例 1 と同様 に してインク組成物 を調製 し、硬化性、 インク安定性、

及び電荷輸送性 を評価 した。評価結果 を表 1 に示す。

[01 2 1 ]



[ 化 23]

[01 22] [ 比較例 2 ]

実施例 1 において、 イオ ン化合物 1 を下記イオ ン化合物 に変更 した こと以

外は実施例 1 と同様 に してインク組成物 を調製 し、硬化性、 インク安定性、

及び電荷輸送性 を評価 した。評価結果 を表 1 に示す。

[01 23] [ 化 24]

[01 24] [ 比較例 3 ]

実施例 1 において、 イオ ン化合物 1 を添加 しなか った こと以外は実施例 1

と同様 に してインク組成物 を調製 し、硬化性、 インク安定性、及び電荷輸送

性 を評価 した。評価結果 を表 1 に示す。

[01 25]



[ 表 1]

[01 26] 表 1 よ り、実施例 1 ~ 7 においては、比較例 1 ~ 3 と比較 して、硬化性、

インク安定性、及び電荷輸送性のいずれも同時に良好な結果が得 られた こと

が分かる。

つまり、成膜 した層 を硬化させることで十分な耐溶剤性 を発現で き、有機

薄膜の積層構造 を作製可能である。 またインク組成物の状態での安定性が高

く、硬化性 とインク安定性のバ ランスの良い材料であることが確認 された。

さ らに、本発明の有機 エ レク 卜ロニクス材料は正孔電流が流れやす くな つ

てお り、有機エ レク トロニクス素子の低電圧化に寄与すると考 え られる。

[01 27] [ 実施例 8 ]

(有機 E L 素子の作製 1 )

1 丁0 を 1 . 6 m m幅 にパ ターニ ング したガラス基板上 に、上記で得たポ

リマ一 1 ( 1 O m g ) 、前記イオ ン化合物 1 ( 0 . 3 m g ) 、 クロ口べ ンゼ

ン （1 0 0 0 I ) を混合 した塗布溶液 を、 3 0 0 0 m i n - 1でス ピンコ一

卜した後、ホ ッ 卜プ レー ト上で 1 8 0 °C、 1 0 分間加熱 して硬化 させ、正孔

注入層 （3 0 n m ) を形成 した。

次 に、得 られたガラス基板 を真空蒸着機 中に移 し N P D ( 4 0 n m ) 、



( N P D + l r ( p i q ) 3 ( 5 : 1 2 0 n m ) 、 B A I q ( 1 0 n m )

、 A I q 3 ( 4 0 n m ) 、 L i F (膜厚 0 . 5 n m ) 、 A I (膜厚 1 0 0 n m

) の順 に蒸着 した。

電極形成後、大気開放することな く、乾燥窒素環境 中に基板 を移動 し、 0

. 7 m m の無 アル カ リガラスに 0 . 4 m m のザ ダ リを入れた封止ガラスと I

T 0 基板 を、光硬化性ェポキシ樹脂 を用いて貼 り合わせることによ り封止を

行い、多層構造の高分子型有機 E L 素子を作製 した。以後の実験 は大気中、

室温 （2 5 °C ) で行 った。 この有機 E L 素子の I T O を正極、 A I を陰極 と

して電圧 を印加 した ところ、 3 . 6 V で赤色発光が観測 され、輝度 1 0 0 0

c d / m 2 における電流効率 は 1 . 5 c d / A であ った。なお、電流電圧特性

は ヒュ一 レツ 卜パ ッカ一 ド社製の微小電流計 4 4 0 B で測定 し、発光輝度

はフ才 卜リサーチ社製の輝度計 プ リチヤ一 ド1 9 8 0 B を用いて測定 した。

また、寿命特性 と して、定電流 を印加 しなが ら 卜プコン社製 B M — 7 で輝

度 を測定 し、輝度が初期輝度 （3 0 0 0 c d / m 2 ) か ら半減する時間を測定

した ところ、 4 2 0 時間であ った。

[01 28] [ 比較例 4 ]

イオ ン化合物 1 を比較例 1 で用いたイオ ン化合物 に変更 した以外は実施例

8 と同様 に して有機 E L 素子を作製 した。 6 . 2 V で赤色発光が観測 され、

輝度 1 0 0 0 c d / m 2 における電流効率 は 1 . 1 c d / A であ った。 また、

寿命特性 と して、定電流 を印加 しなが ら 卜プコン社製 B M — 7 で輝度 を測定

し、輝度が初期輝度 （3 0 0 0 c d / m 2 ) か ら半減する時間を測定 した とこ

ろ、 6 時間であ った。

[01 29] 以上の実施例 8 及び比較例 4 との比較か ら、本発明の有機 エ レク トロニク

ス材料は寿命特性 にも優れていることが分かる。

[01 30] [ 実施例 9 ]

(有機 E L 素子の作製 2 )

1 丁0 を 1 . 6 m m幅 にパ ターニ ング したガラス基板上 に、上記で得たポ

リマ一 1 ( 1 O m g ) 、前記イオ ン化合物 1 0 ( 0 . 3 m g ) 、 トルエ ン （



0 0 0 1 ) を混合 した塗布溶液 を、 3 0 0 0 m i n - 1でス ピンコ一 卜し

た後、ホ ッ トプ レー ト上で 1 8 0 °C、 0 分間加熱 して硬化 させ、正孔注入

層 （3 0 n m ) を形成 した。

次 に、得 られたガラス基板 を真空蒸着機 中に移 し N P D ( 5 0 n m ) 、

C B P + I r ( p p y ) 3 ( 1 0 0 : 6 、 3 0 n m ) 、 B A I q ( 1 0 n m )

、 A I q 3 ( 3 0 n m ) 、 L i F (膜厚 0 . 8 n m ) 、 A I (膜厚 1 5 0 n m

) の順 に蒸着 した。

電極形成後、大気開放することな く、乾燥窒素環境 中に基板 を移動 し、 0

. 7 m m の無 アル カ リガラスに 0 . 4 m m のザ ダ リを入れた封止ガラスと I

T 0 基板 を、光硬化性ェポキシ樹脂 を用いて貼 り合わせることによ り封止を

行い、多層構造の高分子型有機 E L 素子を作製 した。以後の実験 は大気中、

室温 （2 5 °C ) で行 った。 この有機 E L 素子の I T O を正極、 A I を陰極 と

して電圧 を印加 した ところ、 4 . 3 V で緑色発光が観測 され、輝度 1 0 0 0

c d / m 2 における電流効率 は 2 3 c d / A であ った。なお、電流電圧特性 は

ヒュ一 レツ 卜パ ッカ一 ド社製の微小電流計 4 4 0 B で測定 し、発光輝度 は

フ ォ トリサーチ社製の輝度計 プ リチ ヤ一 ド1 9 8 0 B を用いて測定 した。

また、寿命特性 と して、定電流 を印加 しなが ら 卜プコン社製 B M — 7 で輝

度 を測定 し、輝度が初期輝度 （3 0 0 0 c d / m 2 ) か ら半減する時間を測定

した ところ、 5 2 0 時間であ った。

[01 3 1 ] [ 比較例 5 ]

正孔注入層 を ？ 巳 0 丁 _ 3 3 ( C l e v i o s P A I 4 0 8 3 )

に変更 した以外は、前記 （有機 E L 素子の作製 2 ) と同様 に して有機 E L 素

子を作製 した。次いで、実施例 9 と同様 に評価実験 を行 った ところ、 4 . 3

V で緑色発光が観測 され、輝度 1 0 0 0 c d / m 2 における電流効率 は 2 c

d / A であ った。 また、寿命特性 と して、定電流 を印加 しなが ら 卜プコン社

製 B M — 7 で輝度 を測定 し、輝度が初期輝度 （3 0 0 0 c d / m 2 ) か ら半減

する時間を測定 した ところ、 5 0 時間であ つた。

[01 32] 以上の実施例 9 及び比較例 5 との比較か ら、本発明の有機 エ レク トロニク



ス材料 は寿命特性 にも優れていることが分かる。

[01 33] < イオ ン化合物 の熱安定性 の評価 >

エ ス ア イ ア イ ナ ノテ ク ノ ロ ジ ー株式会社製示差熱熱重量同時測定装置 EXS

TAR6000 で窒素 フ ロー （4 0 O m LZm i n ) しなが ら、 2 mgの イ オ ン化合物 1 0

を 5 CZm i nの昇温速度 で昇温 させ、重量減 少を測定 した。比較 と して以下 に

示す比較 イオ ン化合物 を同条件で測定 した。各 イオ ン化合物 について、 0 .

5 % 重量減 少 した ときの温度、及び 5 % 重量減 少 した ときの温度 を表 2 に示

す。

[01 34] [ 化 25]

[01 35] [ 表 2 ]

[01 36] 表 2 よ り、本発明の有機 エ レク トロニ クス材料 に用いるイオ ン化合物 は耐

熱性 に優れ ることが分かる。熱安定性 の向上 によ り、 ベ ー クによる材料の劣

化や、揮発物 による製造装置への損傷 が抑制 され、高性能の有機 EL素子 を高

ぃ歩留 ま りで製造で きることが予測 され る。

符号の説明

[01 37] 発光層

陽極



正孔注入層

陰極

電子注入層

正孔輸送層

電子輸送層

基板



請求の範囲

[ 請求項 1] 下記一般式 （1 ) で表 されるイオ ン化合物 と、電荷輸送性ユニ ッ ト

を有する化合物 （以下、電荷輸送性化合物 と呼ぶ） とを少な くとも含

有する有機 エ レク 卜ロニクス材料。

[ 化 1]

一般式 （1 )

[ 一般式 （1 ) 中、 R a~ R 。はそれぞれ独立 に水素原子 （H ) 、 ァ

ルキル基、又はベ ンジル基 を示 し、 N はァ リール基 とは結合 しない。

A はァニオ ンを示す。 ]

[ 請求項2] 前記 ァニオ ンが下記一般式 （1 b ) ~ ( 5 b ) で表 される請求項 1

に記載の有機 ェ レク トロニクス材料。

[ 化2]

( ) (2b) (3b)

[ —般式 （1 b ) ~ ( 5 b ) 中、 Y i 〜 丫 6 は、 それぞれ独立 に二価

の連結基、 R 1 6 は、 それぞれ独立 に電子求引性の有機置換基 （

これ らの構造中にさ らに置換基、ヘテ ロ原子をもっていてもよ く、 ま

た、 2及び 3、 R 4 ~ R 6、 R 7 ~ R 1 0又は R 1 R 1 6 それぞれが

結合 して環状あるいはポ リマ一状 にな ってもよい。）を表す。 E i は

酸素原子、 E 2 は窒素原子、 E 3 は炭素原子、 E 4 はホウ素原子又はガ

リウ厶原子、 E 5 は リン原子又はアンチモン原子を表す。 ]

[ 請求項3] 前記電荷輸送性ユニ ッ トが、芳香族 ァミン、 カルバ ゾ一ル、又はチ



才 フェンである請求項 1 又は 2 に記載の有機 エ レク 卜ロニクス材料。

[ 請求項 4 ] 前記電荷輸送性化合物がポ リマ ー又は才 リゴマーである請求項 1 〜

3 のいずれか 1 項 に記載の有機 エ レク 卜ロニクス材料。

[ 請求項 5 ] 前記電荷輸送性化合物が 1 つ以上の重合可能な置換基 を有する請求

項 1 ~ 4 のいずれか 1 項 に記載の有機 エ レク 卜ロニクス材料。

[ 請求項 6 ] 前記重合可能な置換基が才キセタン基、エポキシ基、及び ビニルェ

—テル基の うちのいずれかである請求項 5 に記載の有機 エ レク 卜ロニ

クス材料。

[ 請求項 7 ] 請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の有機 エ レク 卜ロニクス材料 と

、溶媒 とを含むインク組成物。

[ 請求項 8 ] 請求項 1 ~ 6 のいずれか 1 項 に記載の有機 エ レク 卜ロニクス材料、

又は請求項 7 に記載のインク組成物 を用いて、塗布法で成膜 した層 を

含む有機 エ レク 卜ロニクス素子。

[ 請求項 9 ] 前記塗布法で成膜 した層 を重合 させて不溶化 した請求項 8 に記載の

有機 エ レク 卜ロニクス素子。

[ 請求項 10 ] 前記不溶化 した層上 に、 さ らに別の層 を成膜 し、多層化 した請求項

9 に記載の有機 ェ レク トロニクス素子。

[ 請求項 11] 基板が樹脂 フ イル ム である請求項 8 ~ 1 0 のいずれか 1 項 に記載の

有機 エ レク 卜ロニクス素子。
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